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発達障害学生に合理的配慮を提供する実習体制の構築

―３・４学年次生の臨地実習における支援―

李慧瑛1）、中尾優子1）

要旨 
近年、教育機関に在籍する障害学生数は増加傾向にあり、看護系大学においても障害を抱えた学生への支援が
求められている。本学においては、障害学生に対する支援の充実に向けて、2014年に障害学生支援センターが
設置された。しかし、看護学教育においては、患者の命を対象とするため看護専門知識と判断力に基づいた特
別な調整が必要とされる。看護学教育の中でも根幹となる臨地実習において、合理的配慮が必要な学生を支援
し、その結果に基づき支援体制を構築したので報告する。
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Ⅰ．はじめに 
近年、看護系大学や看護師養成機関において、発達障

害やその疑いがある学生が増えており、対応が求められ
ている。日本学生支援機構（2017年）による調査では、
大学など高等教育機関において発達障害と診断された学
生数は4,150人（0.13%）、受診歴はなく発達障害が推察
されるため教育上の配慮を行っている学生数は3,046人

（0.09%）と報告されている1）。
看護師養成機関に対する調査では、対象となった267

校の内73％において、発達障害の疑いのある学生が在籍
している2）。またそのような特性を持つ学生は、患者の
状況を理解することが難しく、人間関係形成の困難さや
整理整頓が苦手等の問題を抱えていると述べられてい 
る2）。 

障害者差別解消法（2016年施行）では、身体的障害や
発達障害等、何らかの障害を有する障害学生に対して

「合理的配慮」の提供が求められている3）。合理的配慮
（Reasonable Accommodation）とは法用語で、障害のある
人が障害のない人と同じように、教育や就職などを含め
た社会生活ができるようにするため、障害の特性から生

じる困りごとに応じて支援が行われることである4,5）。こ
のように障害のある学生は、合理的配慮を受ける権利が
保障されているが、合理的配慮を受けるためには、まず
本人からの申請が原則とされる5）。一方、事業者にも組
織として合理的配慮を提供する義務があり、国公立大学
法人では法的義務、私立大学では努力義務とされ、提供
する側にとって過度な負担になってはならないと規定さ
れている5）。

本学においては、障害学生に対する支援の充実に向け
て、2014年に障害学生支援センターが設置された6）。し
かし、看護学教育においては、患者の命が教育対象とな
るため、障害学生が医療分野で示されている厳格な基準
や規定をクリアするためには看護専門知識と実践能力、
判断力に基づいた特別な調整が必要である。本看護学専
攻においては、これまで障害学生に対する支援が体系的
には整理されておらず、その時々の担任や関連する教員
の采配に委ねられていた。そのため、支援に向けての組
織的な対応や情報共有がうまく進まないケースもあっ
た。そこで、今回これまでの事例を見直して障害学生に
対する支援手順の体系化を図った。そして、看護学教育
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の中でも根幹となる臨地実習において、合理的配慮が必
要な学生を支援し、その結果に基づき支援体制を構築し
たので報告する。

Ⅱ．目的
本看護学専攻における臨地実習での障害学生支援の実

態を把握して、今後の支援の在り方を考察する。 

【用語の定義】
ローテーション実習：本専攻において、３年次後期に

開講される領域別実習のことであり、成人急性期看護
学・成人慢性期看護学・母性看護学・小児看護学・精神
看護学・老年看護学・地域・在宅看護学の７領域での実
習を指す。看護学生が学内で学んだ知識・技術・態度の
統合を図りつつ、病院内の各部署や医療・福祉施設等を
回りながら看護実践能力を習得する。

Ⅲ．本学全体における学生支援体制について
本学における学生支援（特に発達障害者支援）は平成

15年頃から、保健管理センターが主体となり、支援（身
体面、精神面、発達面）が行われてきた。また、精神的・
心理的な不調に対し、保健管理センターで何らかの支援
を受ける学生数は年々増えており、継続的支援が必要な

ケースも多く存在した7）。そこで、平成26年に新たに障
害学生支援センターが新設された。これは平成28年４月
施行の障害者差別解消法への大学としての対応である。
保健管理センターと障害学生支援センターの連携は緊密
であり、予算と人員が限られた環境の中で増加する支援
学生への対応が続いている。

Ⅳ . 学生支援の基本原則 
発達障害のある学生支援ケースブック8）によると、‘肯

定的な接し方’と‘スモールステップの考え方’を基本
として支援が行われている。本看護学専攻では、本学障
害学生支援センターのホームページに掲載されている発
達障害の特性（表１）と具体的支援例（表２）を参考と
して、発達障害学生支援を実施した9）。

Ⅴ．�看護学専攻における障害学生支援の状況につ
いて

１．実習における問題点とこれまでの取り組み 
本看護学専攻のような看護師養成機関では、障害学生

への支援に「在学中の支援方法」や「就職に向けた支援」
等の課題を抱えている1,2）。それは、看護学教育は看護実
践能力の育成を目的とするため学内演習や臨地実習に重
きが置かれるからである10）。

表１　発達障害の特性

代代表表的的なな障障害害  特特性性  

自自閉閉症症  

アアススペペルルガガーー症症候候群群

（（自自閉閉ススペペククトトララムム症症））  

社社会会性性のの障障害害 → 他者と情緒や興味関心を共有しにくい 

ココミミュュニニケケーーシショョンンのの障障害害 → 会話が一方通行になりやすい

ここだだわわりり・・想想像像力力のの障障害害 → 特定の興味の限局やルールへの強いこだわり 

注注意意欠欠陥陥多多動動性性障障害害

（（AADDHHDD））  

注注意意のの持持続続・・分分配配・・転転換換のの障障害害 → 注意を上手く分配して複数の作業を同時に遂行す

ることが不得手。集中力を持続できない。 

多多動動・・衝衝動動性性 → 注意の持続時間が短いため、落ち着きに欠け、何かをきっかけに 

キレてしまう状態になりやすい。

学学習習障障害害（（LLDD））  
話す、聞く、読む、書く、計算する、推論する等の一部に著しい困難 

成績不振と見なされがち 

＊鹿児島大学障害学生支援センターHP より抜粋(一部改変） 

表２　具体的支援例

視視覚覚入入力力のの活活用用  
聴覚だけの情報でなく、紙に書かれた物を指差しながら説明する。 

板書・配付資料を活用する。 

具具他他的的なな指指示示  
適度な「枠付け」が調和的な行動を取るには効果的。また「･･･してはいけない」という

言い方よりも「･･･しよう」という指示が望ましい。単純な形式で示す。 

そそのの学学生生のの良良ささをを気気づづきき

認認めめるるフフィィーードドババッックク  

対象学生の自己肯定感の低さは、学習意欲の低下や無力感等の要因になりかねない。 

自己肯定感の低さを防ぐには、他者からの肯定フィードバックが必要。 

＊鹿児島大学障害学生支援センターHP より抜粋（一部改変） 
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特に、臨地実習においては発達障害やその疑いがある
学生が苦手とする様々な技能が求められる。例えば、他
者（患者 / 医療スタッフ）とのコミュニケーションや患
者の心身の状態を分析し記述すること、患者の個別性を
把握し援助すること、長期的な展望を見通した計画を立
案すること、看護技術を実践すること、チームカンファ
レンスで意見を述べること等である。また実習病院で
は、‘患者の安全’が最優先され、受け持ち患者本人か
らも実習拒否されることがあるので患者選定に難渋する
ことがある。

そのため事前に、様々なケースの教育的配慮や合理的
配慮を教員間の共通認識にするために本看護学専攻で
は、これまで以下のような取り組みを行なってきた。
1）従来の学年別担任制を、各学年10名程度で構成される
「学生ピアサポート体制」へと変更した。また昨年か
らは、各ピアグループに教員３名の担任グループを配
置し、入学時から卒業までの一貫した支援体制にし
た。

2）障害学生には出来るだけ早期の介入が望まれることか
ら、学内演習が始まる２学年次頃に、「こだわりが強
い」「記録物の提出が遅れる」「過緊張の傾向がある」
等、気になる学生についての情報を事前に教員間で共
有し対応した。

3）臨地実習での学修が困難と想定される場合は、３学年
次の臨地実習に向けて、学生本人や家族との面談、科
目責任者と担任の話し合い、本学障害学生支援セン
ターへの相談、精神科や心療内科の受診（必要時）を
勧めるなどの支援を実施した。

２．臨地実習における看護学生への支援体制 
看護学専攻における「実習時の合理的配慮が必要な学

生への支援手順」について時系列で述べる（図１）。今
回構築した支援手順は、学生が直接患者にケアを実践す
る３年次生、４年次生の臨地実習を対象とした。１～２
年次生の実習は、教員や指導者の引率下で実施される見
学実習が主な内容となるため今回は含めなかった。

【支援手順１ 支援に向けての準備】
（1）臨地実習科目責任者と担任との打ち合わせ

学生の相談窓口を担任とし、学生についての情報を集
約した。学生との面談を実施し、学生の困りごとやつま
ずき、実習に対する不安を整理した。学生生活、家族や
友人との関係、治療の有無なども把握した。また、演習
などで関わった教員や既に支援センターの介入がある場
合はセンターの臨床心理士、主治医などとも連絡を取っ
た。さらに学生の特性を理解するために、対応策を共に
検討した。

（2）障害学生支援センター（修学支援室）との連携
①臨地実習支援委員会の設置 

臨地実習科目責任者、臨地実習委員長、担任、副担任
のチーム体制で支援準備を進めた。障害学生への合理的
な配慮として、臨地実習期間、当該学生の臨地実習に同
行し、実習を常に見守り、必要な支援や補助をする人員
を要する場合がある。しかし学内教員は、他の学生への
実習指導や講義、その他学内業務があるため、外部から
非常勤講師を雇用し、障害学生の支援・補助を行ってき
た（今回構築した支援体制では、障害学生の補助を行う
非常勤講師を「実習支援者」と命名した）。実習支援者
を配置するためには、その手続きに時間を要することも
念頭に置き、障害学生への支援準備は、約３ヶ月前から
取り掛かった。

②学生本人の依頼により、実習体制の整備開始 
合理的配慮は、障害学生からの意思の表明によって開

始される（図２）11）。申し出がない場合でも、必要な情
報や自己選択・決定の機会を提供しなければならない。
身体障害や発達障害の診断を受けている場合は、できな
いことの想定がしやすく、本人もその点を理解している
ため、教育的配慮や合理的配慮がなされやすい。しかし、
発達障害が疑われる学生の場合、学生本人や家族が学習
困難にある状況を理解し、対象学生が支援の必要性を明
確に認識する体制づくりから始めた。

以上の段階を踏む理由は、発達障害学生は適切に「配
慮要請」ができない場合や12）、本人が自ら交渉を進める
ことが困難である13）等の課題を抱えているケースが多い
からである。そこで、まず学生と担任とのラポート形成
を試み、現在、何に困っているのかを把握した。そして、
困りごとを解決していくための手段として、組織内の専
門相談窓口（障害学生支援センター、専門医）があるこ
とや合理的配慮が受けられること等を丁寧に説明し、具
体的な支援へと繋いでいった。

（3）実習支援者の配置 
実習支援者の配置を担当するのは、臨地実習科目責任

者であるが、ローテーション実習時は、臨地実習委員長
がその役割を担った。３学年次に実施されるローテー
ション実習では、７領域の実習が連続して実施されるた
め、臨地実習員長を中心に各科目責任者と協力して支援
が円滑に行われるよう調整した。

①実習支援者の選定 
実習支援者の資格として、看護師免許を有し、看護師

経験や学生への指導経験のある人材を確保する必要が
あった。そのため、実習支援者の選出については、専攻
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学生の家族

学生

（実習メンバー）

学修支援 臨地実習における支援体制

支援を必要とする学生

学生の意思

学生の特性

特性の理解と関わり方

公認心理師・臨床心理士

障害学生支援センター

（修学支援室）

主治医、他

治療を受けている場合

保健学科内 精神科医 看護学専攻代表

担任・副担任

臨地実習科目責任者

老年Ⅱ

総合テーマ・チーム医療、他

実習病棟 臨床指導者

実習病棟 病棟師長

学外実習施設
臨地実習責任者

実習病棟 臨床指導者

実習病棟 病棟師長

鹿児島大学病院
臨地実習責任者

（看護部）

障害のある人には合理的配慮を受ける権利が保障されている。障害

のある学生が合理的配慮を受けるためには，本人からの申請によって

開始されることが原則である。

一方，事業者にも組織として合理的配慮を提供する義務があり，国公

立大学法人では法的義務，私立大学では努力義務とされ，提供する側

にとって過度な負担になってはならない。

*合理的配慮（Reasonable Accommodation）とは法用語で，障害

のある人が，障害のない人と同じように，教育や就職などを含めた社

会生活ができるようにするため，障害の特性から生じる困りごとに応

じて支援が行われること。

情報共有

情報共有
情報共有

４年生

臨地実習科目責任者

母性・小児・成人

老年Ⅰ・精神・地域・在宅

３年生 後期

ゼミ担当教員

◎ 4年間の修学支援担当： 担任・副担任

◎ 実習体制の調整・窓口 ： 臨地実習科目責任者

※ローテーション実習時は、臨地実習委員長

実習支援者

４年生

臨地実習支援委員会

臨地実習科目責任者

臨地実習委員長

担任・副担任

臨地実習科目責任者

基礎看護学

3年生 前期

臨地実習委員長

図１　看護学専攻３・４学年次生の臨地実習時における合理的配慮が必要な学生への支援手順

支援申請事前相談 支援の申請 配慮願い作成 支援会議 支援の実施 評価と個別面談

・学生本人(保護者)
が障害学生支援セ
ンターにおいて障
害学生支援申請書
提出に関する事前
の相談を実施

・学生本人が「障
害学生支援申請
書」を障害学生支
援センターに提出。
センターは同意
書・診断書等を確
認後、該当する所
属部局・教育セン
ターに提出

・学生本人が希望す
る場合
・必要と判断された
場合
障害学生支援セン
ターから配慮事項
及び説明を記した
「配慮願い」を授
業担当教員へ送付

・申請に応じて、
学生本人及び授業
担当教員もしくは
所属部局障害学生
支援委員・教育セ
ンター、保健管理
センターが支援会
議を実施

・「障害学生支援申
請書」などの内容
及び、会議の結果
に応じて支援を決
定し実施

・適切な支援が実
施されているか2
週間を目途に確認
・以降の修学支援
に活かすため半期
毎にセンターと学
生(保護者)との個
別面談を実施

＊鹿児島大学障害学生支援センターHPより抜粋（一部改変）
図２　障害学生支援申請書提出の流れ

全体から情報・協力を得て行なった。また、発達障害に
関する知識や当該学生に対する理解を得られるよう担当
者や担任が繰り返し説明した。また支援者が希望した場
合や必要時には、障害学生支援センターの臨床心理士、
保健学科の精神科医師からも支援方法についての助言を
得ることが出来ることを伝えた。 

②実習支援者の事務手続き 
実習支援者は、非常勤講師として雇用されるため、教

務委員会へ職務履歴書、研究業績調書、略歴書等を提出
する必要があった。また、勤務中の出勤簿、大学病院に
おける医療従事者許可、電子カルテの ID 取得、学内学
習システム（manaba®）利用手続きなど、関連する部署
への手続きが必要となった。このように事務手続きが多
岐に渡るため、臨地実習委員長の権限により、業務が加
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重にならないように業務分担を計った。

【支援手順２ 情報共有および支援内容の検討】
（1）学生や支援内容についての情報共有

学生からの申請を受け、合理的配慮が必要となった場
合、障害学生支援センターから各部局宛てに書類が送付
される。そこに学生の特性やどのような配慮が必要なの
かが記載されている。この書類は、各部局の教務係に届
くが、教務係から先、申請書類が渡される教員には、各
部局の教務係の采配になっている。例えば、共通教育で
は当該学生に関わる教員全員に渡されている。

一方、保健学科では、この書類の流れが統一されてい
なかった。そこで、ローテーション実習で合理的配慮が
必要となる場合、当該実習の各科目責任者に渡してほし
い旨を書いた書類を添付するように、障害学生支援セン
ターに依頼した。

看護学専攻内での情報共有としては、実習開始前、臨
地実習科目責任者（ローテーション実習時：臨地実習委
員長）が、当該学生や支援内容についての情報共有の場
を作った。参加者は、臨地実習科目責任者、担任、副担
任、実習支援者、障害学生支援センター教員（必要時）
とした。ローテーション実習時には、臨地実習委員長、
専攻代表、各臨地実習科目責任者（実習担当教員）、実
習支援者、担任、副担任、障害学生支援センター教員（必
要時）とした。共有する内容は次の通りとした。
①学生の意思、実習や学習に対する意欲、特性、関わり

方等についての説明（担任、障害学生支援センター教
員）

②実習支援者の支援の方針の共有（各臨地実習科目責任
者、臨地実習委員長） 
一般的に、障害学生、特に発達障害やその特性を支援

する際には、学生本人よりも教職員の方が困難を感じて
いる可能性がある14）。関係者が直接話し合い、情報共有
を行うことで実際に実習指導を行う際の不安を軽減する
ことができた。また、看護教員と学生の関係は、主に担
当領域の実習期間だけの関わりになることが多かった。
継続的、長期的な支援ができるよう学生を取り巻く人々
が連携をとるためにもこのような情報共有の場が必要で
あった15）。 

（2）実習施設との交渉
臨地実習の場合は、学生が受け持つ患者の安全安楽が

最も重要であり、阻害されることはあってはならないと
いう大前提がある15）。そのため、合理的配慮を行う際に
は実習施設先の臨地実習責任者、指導担当看護師、ス
タッフへの説明と理解が求められた。

鹿児島大学病院への説明は、臨地実習科目責任者、

ローテーション実習時は臨地実習委員長が担い、外部実
習施設については、各臨地実習科目責任者が説明を行っ
た。必要時には、障害学生支援センターの臨床心理士が
同行し、当該学生の特性や関わり方について説明した。

受け入れ実習先の指導者やスタッフの緊張は、学生の
緊張にもつながる。そこで担当教員や支援センターの教
員から直接説明を受けることで、指導にかかわる看護師
は安心を得た。そうすることで、学生と実習先の指導者
がより良い状況で実習を開始することができた。

【支援手順３ 支援の実際】 
（1）実習支援者との情報共有 
①実習状況の共有 

実習支援者は、毎日、学生の実習状況及び支援内容を
臨地実習科目責任者に報告した。臨地実習科目責任者
は、学生の状況に合わせた支援内容を適宜検討した。実
習評価についての検討は、臨地実習科目責任者が実施し
た。ローテーション実習時には、当該実習中、必要時、
各臨地実習科目責任者が実習状況を臨地実習委員長へ報
告した。各臨地実習科目責任者は、次の実習担当領域へ
の引継ぎを行った。参加者は、次の実習領域の科目責任
者、臨地実習委員長であり、必要時、担任・副担任も臨
席した。

共有する内容は、当該領域の実習における学生の状
況、受け持ち患者との関係と看護実践内容、具体的な支
援内容、教員や支援者、病棟スタッフの関わり等であっ
た。

②実習中の対応について 
a. 学生からの相談 

実習担当教員へ相談があった場合、実習担当教員は、
臨地実習科目責任者へ報告し、実習先の調整、臨地実習
委員長、担任・副担任へ報告した。学生からの相談が、
担任・副担任へ相談があった場合は、臨地実習委員長へ
報告し、当該臨地実習科目責任者へ伝えた。必要時、担
任が障害学生支援センター教員や保護者へ相談を行っ
た。
b. 実習支援者からの相談 

臨地実習委員長が連絡窓口となり、実習支援者の相談
役となった。ローテーション実習では、各領域科目責任
者や実習担当教員は実習期間のみの関わりであるが、実
習支援者は、継続的に学生と関わった。そのため、実習
支援者と密に連携し、学生の特性や支援方法をタイム
リーに検討していった。
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【支援手順４ 実習後のリフレクション】 
（1）支援内容の評価 

当該実習の終了時、臨地実習科目責任者と実習支援者
で実習中の支援内容の評価を行い、担任・副担任と情報
共有した。ローテーション実習時は、臨地実習委員長が
実習後担当者会議を開催した。参加者は、専攻代表、臨
地実習委員長、各領域科目責任者（実習担当教員）、担
任、副担任 ( 必要時、実習支援者 ) であった。この場で
は、学生の支援内容について振り返りを行い、関わり方
を総合的に評価した。

（2）実習支援総括の報告 
担任および実習支援者が障害学生支援センターへ総括

した内容を報告した。

Ⅵ．結論
障害特性は、臨地実習で顕在化する。発達障害学生は、

実習という慣れない環境で初めて患者を受け持ち、実際
に看護ケアを実践することへの不安が先立ち、うろたえ
ていることが多い。

そこで教員と学生との報告・相談・連絡を密に行い、
体調の変化を早期に把握することが大事である。学校側
が万全の安全配慮義務を尽くすことによって、患者の安
全確保と障害学生の職業適性の可否判断に繋がると考え
る。

Ⅶ．今後の課題 
今回、本専攻における障害学生に合理的配慮を提供す

る実習体制の構築を行ったが、常に支援体制を評価し、
状況に応じて支援内容を改定していく必要がある。障害
学生支援では、職業適性能力や実習支援者確保等の問題
について議論を深めていかなければならない。次に今後
の課題について３点述べる。

１．成績評価について 
学生評価においても合理的配慮が必要であるが、基準

を下げるなどのダブルスタンダードを設定することは合
理的配慮ではないとされている16）。教育目標の到達水準
を下げないことが基本原則となる。本来のパフォーマン
スを発揮することを妨げている障壁を除去し、個別の
ニーズに応じて事前に調整や変更を行うことが公正な試
験に求められる合理的配慮である5）。臨地実習の場合は、
試験ではなく実習記録の内容、実践能力、態度などで評
価される。合理的配慮を行って実習目標を達成した場
合、その科目の教育目標は何か、本質は何かを考え、ど
のように評価するかを事前に教員間で共通理解しておく
必要がある。 

このように考える理由は、成績評価が障害学生の就職
に直結するからである。池松らが行った300床以上の医
療機関500施設を対象にした調査では、特別な支援が必
要な新卒看護師40.9% が一年以内に退職していることが
明らかになっている17）。300床以上の大規模病院では、
教育体制も整っていると推察されるが、発達障害の知識
に基づいた支援が不足していると考えられる。 

一般企業などに発達障害のある人が就職する事例で
は、事業者と障害のある人との間を取り持ち、業務支援
をしてくれるジョブコーチ（職場適応援助者）が利用で
きる仕組みになっている18）。しかし、医療職では専門的
知識が必要となるため、このシステムの導入は難しい。
そのため、ジョブコーチの代わりとなるようなメンター
／コーチ制度や、相談部門設置の導入が望まれている5）。
また、支援のみならず、発達障害を抱える看護職の働き
やすい環境や職業形態を模索することも重要である。

２．実習関係者に対する精神的ケアについて 
障害学生を担当する場合、「学生をどうにかしてあげ

たい」という使命感から、一人で悩み身体的精神的疲労
を抱える教職員も存在する5）。その理由として、学生の
不適切な対応や不十分な記録等の原因が、自分自身の指
導力不足にあると感じてしまうからではないかと考え
る。また、学生の「看護師になりたい」という思いや抱
えている悩みを共感するあまり、教員自身が巻き込まれ
一緒に悩んでしまうケースも想定される。

そこで担当になった教員の善意に任せずに複数の教職
員や専門家と連携し、担当教員一人だけに支援の負担が
集まらないように組織は配慮する必要がある14）。また、
所属する誰が担当になっても支援できるよう、障害に対
する知識と対応スキルを教員一人ひとりが身につけられ
るよう組織で取り組んでいく必要がある。 

教員の他に、実習支援者が悩みを抱くケースが少なく
ない。当該学生への対応や支援内容、実習先での受け入
れ状況、科目責任者や実習担当教員との関係など様々な
悩みを抱えている。実習支援者がフォローを必要とした
際には、いつでもタイムリーに相談できる体制を検討す
る必要がある。 

３．教育機会の保障について 
看護職は、患者の命を対象とするため患者の安全安楽

を守ることを最優先に考える。そのため、障害学生に対
しては、「適性がない」「進路変更が望ましい」と考える
教員も存在する19）。また、障害学生の中でも、発達障害
やパーソナリティ障害のような一見して分かりにくい障
害は、本人のやる気の問題と誤解されやすい。しかし、
そのような場合でも行動が気になる学生やコミュニケー
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ションに違和感のある学生を放置することや、見過ごす
ことはあってはならない。学習中に対人関係や学習プロ
セスが上手くいかないことで、不安や抑うつ状態などの
二次障害が現れ、登校できなくなることもあるからであ
る5）。

そこで、気になる学生に対しては早期に介入を行い、
専門家の意見や適切な支援を行うことが大切である。学
ぶ環境や態勢を整えることは、教育目標を達成するため
の能力を育成する前段階であると認識し、教育の機会を
保障し支援するべきである。

本学には、保健管理センターと障害学生支援センター
におけるサポートがあり、各部局と連携を図っている。
教員一人ひとりがその役割を理解し連携を図る重要性を
認識することが大切である。そうすることで支援を必要
とする学生に紹介することも可能となる。一方で、各学
生に対する細やかな支援は実際に関わる教員に委ねられ
る。本看護学専攻では教員３人体制の担任制を設けてい
るため、学生の状況を１人の教員ではなく複数の教員で
把握し、相談しながら必要な支援を検討することができ
る。

このように、学生に寄り添った細やかな支援の目と系
統的かつ障害支援の専門的知識や国の法的に整備された
支援に基づいて、障害を抱える学生の困りごとを丁寧に
解決していくことが大事である。

Ⅷ．おわりに
現在、ダイバーシティ＆インクルージョンの流れの中

で、発達障害学生に対する合理的配慮が求められている
が、基本姿勢は「話を聞く」「向き合う」の２点に尽きる。
但し、教育の本質を変えるような安易な配慮は望ましく
ない。

特に患者の命が教育対象となる看護学領域において
は、本専攻のディプロマ・ポリシー20）にある「生活者と
しての人間への深い理解と高い倫理観」「あらゆる健康
レベルにある対象の看護問題を抽出し、解決に向けたケ
アを計画・実施・評価できる知識と個々に応じた技術と
態度」を習得しているかは、卒業時の必須の条件である。

さらに、他のディプロマ・ポリシーについても、その
内容を満たしているかどうか、教員と学生が正しく評価
し共通の認識を持つことが大切である。その上で、「看
護学を学ぶこと」と「看護職になること」について、障
害学生と建設的対話を重ねていく必要がある。学生一人
ひとりを個人として尊重し、力が発揮できるような働き
かけや環境整備を行っていくことが重要である。
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Abstract 
In recent years, the number of students with disorders registered at the educational institution is in the tendency to in-
crease, therefore the support to the students in nursing universities is required. In this university, the support center for 
students with disorders was established in 2014, and they started to support the students. Nursing education is subject to 
patient’s lives, therefore particular consideration is required. We report that that we have supported the students who need 
reasonable accommodation in nursing practice, which is the core of the nursing education, and have built the support sys-
tem based on the results. 
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